
98 人事マネジメント ２００３.１１

確かに，最近の新聞

や雑誌では「退職金」や「年金」

をテーマにした話題が豊富です。

ご存知のように，国の年金は今大

変大きな財政問題を抱えており，

私たち国民の老後生活への不安を

募らせていますが，それと同じよ

うに，企業の退職金や年金も「退

職金倒産」「企業年金の破綻」な

どと喧伝されるようになりまし

た。

一般に「退職金倒産」と聞くと，

文字通り退職金の支払いをしたた

めに他の支払いが履行できなくな

って倒産，あるいは退職者への退

職金の原資が確保できず支払い不

能となってしまうことを想像しま

す。しかし実際の倒産事例で「当

社は退職金がもとで自己破産しま

す」などと表明する企業はまれで

す。むしろ退職金倒産というのは，

経営破綻の直接原因としてではな

く，倒産に至ってもおかしくない

くらいの潜在的な大きな負担があ

る，という意味で捉えるべきです

が，そのままズルズル引きずると

結果として収益や資金収支を圧迫

し，他の要因とともに経営破綻を

招いてしまうケースは今後十分に

起こり得ることです。退職金制度

は損益や資金繰りに大きく影響を

与えます。退職金倒産の怖さは長

い時間をかけてじわじわと進行す

るところにあります。いずれにせ

よ，長期不況の中，多くの企業が

退職金による負担を維持しきれな

くなっており，制度のあり方から

の見直しが迫られているのは明ら

かです。

では，なぜこのようなことが起

きるのでしょうか。その要因とし

ては次の 2 つが重要です。

①社員の高齢化が進んでいる

国の年金制度の場合と同様，多

くの企業では社員の高齢化が進ん

でおり，やがて大量の定年退職を

迎える頃になるとその退職金の負

担が膨大なものとなるのは容易に

理解できることです。特に団塊の

世代といわれる現在の50歳代後半

の社員を多く抱える企業は，退職
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自社の退職金制度を診断する（1）
退職金と債務の把握

c第３回目
自社の退職金制度を診断する（2）
企業年金の把握

c第４回目
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c第５回目
退職金制度を見直す（2）
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c第６回目
退職金制度改革を進める上でのポイント

今年から新しく人事部に配属となりました。これまで

営業畑で会社の制度などよく知りませんでした。今勉強している最

中ですが，退職金制度について分からないことが多いです。例えば

最近，新聞などで退職金や企業年金のことが話題になり，「年金破綻」

「退職金倒産」という言葉をよく聞きます。わが社もなんとなく，こ

れから退職金の負担が大きくなりそうだと感じています。そもそも

退職金倒産のようなことは本当に起こるのでしょうか。

“退職金倒産”って本当に起きるのか？

６ステップ
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金支払いのために多くの資金を準

備しなければなりません。

②資金をつくるための運用環境が

低迷している

多くの企業は一挙に退職金の支

払いをするのではなく，後に述べ

る年金制度の形をとってあらかじ

め資金準備をしています。ところ

が資金準備していても万全ではあ

りません。なぜなら多くの年金制

度は，毎月の掛金に一定の運用益

を見込んだ設計となっており，現

在のように株価の低迷や低金利が

続くと当初想定していた運用益が

得られず，その結果退職金支払い

に必要な資金が不足してしまいま

す。それに加え業績ダウンが続く

ことによって，退職金の過剰負担

はますます経営を圧迫することと

なります。

貴社でもこのような実態がない

かどうか，しっかりと見極めるこ

とが大切です。

退職金問題に触れる

中で，まず分かっているようで案

外分かりにくいのが一時金・年金

という区別です。この共通認識が

ないと話は混乱します。

これは，実際に退職した際の受

給者の受給形態を指して区別しま

す。つまり，退職時に全額一括し

て支給される形態を「一時金」，

一方「年額いくら」というように，

長期にわたって継続して支給され

る形態を「年金」と呼びます。

「年金」はそのイメージ通り，

一定の年齢（例えば60歳定年退職

時）に達することによりもらえる

「老齢年金」が一般的です。会社

は主にリタイアした人の老後の生

活を一定保障するために年金制度

を用意します。そうでない若年で

の退職者には一時金で支給するの

が一般的です。なお，定年退職者

については，多くの年金制度では，

年金で受け取るか，一括して一時

金で受け取るかの選択が可能とな

っています。

そしてもう一つの受給形態とし

て「前払い」があります。これら

をすべて含めて「退職給付制度」

と呼ぶ人もいます。この言葉を借

りて整理すると【図 1 】のように

なります。

前払い制はその性質からいう

と，すでに「退職」という事実か

らは切り離されているので，厳密

には退職給付制度の仲間とは言え

ないかもしれません。しかし多く

の企業での制度化の経緯からいう

と，一時金制度あるいは年金制度

から移行したケースが多く，名前

も退職給付の
、、、、、

前払い制度であるこ

とから，広義の退職給付制度の一

形態と言えます。

ところで，この区分は給付すな

わち退職金の支給面からの区分で

す。年金制度を導入する企業でも，

実際の退職者が年金受給を選択す

る割合はかなり低いようです。貴

社でも「年金」ということを意識

する社員はどれくらいいるでしょ

うか。にもかかわらず，多くの企

業では適格年金などの年金制度が

採用されています。その理由は，

【図 1 受給形態をもとにした区分】
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Answer 2 

退職金倒産の恐ろしさは少し分かりました。要は最後

は資金の問題ということですね。ところで，わが社に税制適格年金

という年金制度があるのは前任者から聞いたのですが，そもそも

「一時金」「年金」という区別にはどのような意味があるのですか。

「一時金」と「年金」の違いは？

Question 2 



多くの人にはもとも

と制度名や専門用語になじみのな

い分野ですので，さまざまな情報

を得ることはとても重要ですね。

そもそも企業年金制度は一つの体

系のもとに整備されていたわけで

はなく，いわゆるタテ割行政の弊

害で，各関係省庁の主管によりそ

れぞれ別個に根拠法ができていま

した。

例えば税制適格年金は，法人税

法に規定された適格要件を満たし

国税庁の承認が得られれば，税制

面で優遇措置を受けられるという

趣旨の制度で，言うまでもなく国

税庁の管轄下にあります。一方の

厚生年金基金は，同じ企業年金で

ももともと厚生年金保険に関連し

てできた制度ですので，厚生労働

省（元厚生省）が管轄しています。

ついでに言うと，退職金規程その

ものは，れっきとした労働条件の

一つですので，厚生労働省（元労

働省）の範疇に入ります。

そしていくつかの要因により従

来の企業年金にほころびが出始

め，このようなバラバラの状態を

体系的に整備しようとの動きが出

て，その結果2001年に「企業年金

ビッグバン」とも呼ばれる大改革

が起きたのです。以下，企業年金

に関するトピックスを挙げてみま

しょう。

■年金制度の積立不足問題

将来の退職金支払いのために導

入されている年金制度では，受託

した金融機関が預かった資金を

株・債券などに投資し，一定の運

用益を獲得しながら必要資金を確

保することを前提に制度設計がな

されています。ところが，マーケ

ットの市況低迷によってここ数年

はその運用結果が思わしくなく，

当初に設計した前提が崩れ，この

まま放っておくと積立不足は広が

る一方となっています【図 2 】。

これまでの代表的な適格年金や

厚生年金基金などは「確定給付型」

と呼ばれ，将来の退職金支給額は

計算によって決まってきますの

で，その額を確保しようと思えば，

積立不足を穴埋めするために積立

掛金をアップせざるを得ず，掛金

引き上げに応じるか，このまま制

度を維持するか否か，の判断を迫

られています。

■適格年金の移行問題

これまで全国で約 7 万社に採用

され，企業年金の代表格ともいえ

年金制度の形を取ることにより，

①将来必要な支払い準備金が積み

立てられる　②そのための掛金が

損金になる　という目的を満たす

ことにあります。言い換えれば，

年金制度とは言いながらも「年金

支給のための」というよりは，

「積立のための」という経営サイ

ドの側面が強いと言えます。

一方の「一時金制度」もあまり

厳格に考える必要はありません

が，税法上は一時金・年金の区別

により税務処理等が変わってきま

すので，自社の一時金と年金の区

別は理解しておく必要があるでし

ょう。

また自社の退職金制度における

年金制度の捉え方として「内枠」

「外枠」という考え方があります。

「内枠」というのは，退職金支給

内容の一部もしくは全部を，外部

加入している年金制度から支給す

る方法を指します。一方「外枠」

は，退職一時金制度と年金制度が

別建てとなっており，それぞれに

支給額計算方法が規定によって定

められています。

一般に中小企業では適格年金は

退職金制度の一部としての「内枠」

制度であることが多く，もう一つ

の厚生年金基金は退職金規程から

は独立した，福利厚生として位置

づけ，導入している例が多いよう

です。
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年金制度の意味合いがよく分かりました。ところで，

当社が導入している適格年金はあと数年で廃止されると聞いていま

す。また401kなど，新しい制度もできているようです。そうした企

業年金に関するさまざまな情報を教えて下さい。

最近の企業年金事情とは？

Question 3 

Answer 3
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る適格年金は，前述の積立不足の

問題が発生したことにより制度維

持が困難となってきました。加え

て新しい年金制度が登場したこと

で，適格年金は2012年 3 月までに

他制度に移行あるいは廃止しなけ

ればならなくなり，事実上消滅す

ることとなったのです。

適格年金を他制度に移行すると

いうことは，単に制度の乗り換え

というだけでなく，退職金そのも

のの意義や全体の枠組みをも見直

すきっかけとなっています。9 年

後のタイムリミットに向けて，移

行への取り組みと退職金制度の見

直しは，ますます進んでいくでし

ょう。

■厚生年金基金の代行返上・解散

従来の企業年金のもう一つの柱

として厚生年金基金があります。

厚生年金基金とは，国の事業であ

る厚生年金の運営を一部代行しな

がら，企業の年金制度を上乗せし

て運営していく仕組みのことで，

大手企業１社で運営している単独

型，グループ企業による連合型，

複数の企業が加入している総合型

の 3 形態があります。

そして厚生年金基金もそのほと

んどが積立不足に陥っており，支

給額のカット，代行分を国に返す

いわゆる「代行返上」，基金の解

散等々，今や基金問題は社会問題

にさえなっています。

また総合型に加入している企業

の立場からは，このまま基金に継

続加入すべきかどうかの判断が迫

られています。というのも，多く

の基金では基金を脱退するにあた

って積立不足を穴埋めするための

多額の資金を支払わなくてはなら

ず，継続加入した場合の追加負担

との損得の判断が必要とされるか

らです。

■確定拠出年金の登場

「日本版401k」といわれる確定

拠出年金制度が，2001年10月より

スタートしました。これは，従来

の確定給付型と違って，企業側は

拠出する額を決めるのみで，最終

的にいくら給付されるかには従業

員の自己責任によって行われる運

用の良し悪しが反映される新しい

今なぜ退職金制度が問題視されているのか第１回目

【図 2 企業年金（厚生年金基金）の運用利回り】
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【図 3 企業年金の枠組み変更】
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まず，確定拠出と確

定給付の考え方の違いを整理して

おきましょう。

従来のわが国の年金制度はすべ

て確定給付（給付建て）の考え方

で実施されてきました。それは，

【図 4 】のように，退職金・年金

制度によって従業員の支給額がい

くらになるかをあらかじめ計算

し，それを数理計算という特殊な

技法を用いて計算することによっ

て，月々の掛金が逆算されて決ま

るというものです。ですから，退

職率，昇給率，運用利率等，すべ

てにおいて「予定」を組み，その

通りに推移すれば問題なし，しか

し予定からの狂いが生じると前提

が崩れ，掛金の見直しをせざるを

得なくなります。現在のような低

金利下では掛金はコストアップす

る傾向にあります。

一方の確定拠出（掛金建て）の

考え方は，モデル設計をもとに計

算された拠出金の方を規定として

定めます。その結果最終的にいく

らの給付になるかは，その時その

時の運用状況によって変わってき

ます【図 5 】。

入口（拠出時）を固定するか，

出口（給付時）を固定するかの違

いととらえれば，分かりやすいか

もしれません。

仕組みです。確定拠出年金を採用

することによって，企業側にとっ

てはこれまで述べてきたような積

立不足の発生は解消され，その穴

埋めの必要性はなくなります。

一方では従業員に自己責任を求

めることにもなり，そのための投

資教育など従来にない取り組みの

必要性が発生します。

もし導入を考えようとするので

あれば，このようなメリットとデ

メリットを十分に検討し，慎重に

取り組まなければなりません。現

在のところ認可数約500件にとど

まっていますが，確定拠出年金は

適格年金の移行先の有力候補でも

あり，今後は大手企業だけでなく，

中小企業でも導入を考えるところ

が増えていくでしょう。

■退職給付会計の導入

グローバルスタンダード（世界

標準）は会計の世界にも広がり，

それまでの日本的経営に影響を及

ぼすこととなりました。一連の

「会計ビッグバン」と呼ばれる会

計制度改革は退職金にも及び，

2001年 3 月期から「退職給付会計」

という新しい会計制度が導入され

ることとなったのです。それまで

簿外（会社の決算書には記載され

ていない，オフバランス）だった

退職給付の債務をバランスシート

に載せなければならず，それまで

債務認識をしていなかった日本の

大手企業は，これによって隠れ債

務を表面に出さざるを得なくなり

ました。

新会計基準は主として上場企業

が適用対象となっているため，多

くの中小企業にはなじみのないも

のとなっていますが，決して無関

係というわけではありません。今

の退職金・年金制度の改革の流れ

は，大手企業の退職給付会計制度

の導入に端を発していますが，会

計基準を変更しようとしまいと，

本質的に債務を負っている状態に

は変わりないからです。

一例を挙げると，2003年 3 月期

の日立製作所では，退職給付債務

約 3 兆7,000億円に対し，年金資産

は約 1 兆5,000億円，差し引き 2 兆

2,000億円は「積み立て不足」とな

っているそうです。上場企業にお

いては 9 割以上が積み立て不足と

いわれています。

以上のように，この 2 ～ 3 年で

年金制度の法整備が進み，選択幅

が大きく変わりました【図 3 】。
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Answer 4

確定拠出年金が日本版401kと呼ばれるものですね。そ

れぞれに難しい名前が付いているので，まだまだ理解不十分ですが，

おおよその流れは把握できました。先ほど出てきた中で，確定給付

型と確定拠出型について説明がありましたが，もう少し運用に対す

る考え方などを詳しく教えて下さい。

確定給付と確定拠出，違いのポイントは？

Question 4
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■確定拠出年金制度

日本版401kと呼ばれるように，

アメリカで普及した“年金制度

401k”を参考に法制化されました。

その主な特徴は次の通りです。

①企業型と個人型がある

企業の退職金・年金制度の延長

線上にある「企業型」だけでなく，

新法では個人事業主など個人の任

意での加入を可能とする「個人型」

も併設されています。以下，特に

注釈しない限りは「企業型」を前

提に説明しています。

②企業型の掛金は事業主しかでき

ない

これまでの適格年金や厚生年金

基金では従業員の拠出が認められ

ていましたが，確定拠出年金では

従業員拠出は認められていません。

③個人別の管理口座にて資産管理

する

個人ごとに決められた額をいっ

たん企業が拠出すると，あとは個

人別の口座で資産が管理され，そ

の元本と運用益が蓄積されていき

ます。資産の運用の指図は従業員

本人の意思によりなされることと

なります。ここが確定拠出年金で

「自己責任性」が問われるゆえん

今なぜ退職金制度が問題視されているのか第１回目

【図 5 確定拠出年金の基本的な仕組み】

運用益（個人裁量）�

拠出積立原資�

毎月の拠出�

退
職
金
積
立
原
資�

・・・・�

給付額は�
運用次第�

【図 4 確定給付年金の基本的な仕組み】
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まず現状分析するこ

とから始めましょう。専門的な事

柄が多く，またパソコンの表計算

ソフトを使うことも多いので，不

慣れであればコンサルタントなど

専門家のアドバイスを受けるのも

一つの手です。しかし以下の方法

により，最低限の事柄は把握でき

ます。

【診断の手順】

（1）自社の制度の全体像を洗

い出す。年金制度の場合

は，設計内容を洗い出す

（2）現在の支給額を個人別に

計算し，グラフ化する

（3）今後 5～10年かけてどれ

くらいの支給あるいは拠

出負担が必要かをシミュ

レーションする

以上の分析を通じて，近い将来

の退職金に対する負担度合いが把

握できるでしょう。ただし，年金

です。従業員に自己責任を持たせ

るので，企業側は投資教育をはじ

めとした一定の教育を施さなけれ

ばなりません。

④60歳に到達しないと受給できな

い

確定拠出年金ではいくつかの例

外を除いて，60歳までは資産の引

き出しができません。すなわち退

職の事実と支給が切り離されるこ

ととなることが，従来の年金制度

との大きな違いです。

⑤ポータビリティがある

これまでの退職金制度はいわゆ

る年功序列型の設計思想が根本に

あり，転職すればそれまでを清算

し，また勤続年数ゼロからのスタ

ートとなるため，中途入社組には

不利な制度となっていました。し

かし，本制度では転職先にも同制

度があれば，引き続き，継続加入

ができます。いわば資産を持ち運

びできるのです。これを「ポータ

ビリティ」と呼びます。

■確定給付企業年金

確定拠出年金の法制化の半年後

の2002年 4 月より，確定給付
．．
企業

年金法（以下，「確定給付」）が施

行されました。

確定給付企業年金は，従来の適

格年金や厚生年金基金と同じく，

最終的な給付額の算定式を決めて

おき，その資金保全のために積立

金を逆算して運営します（【図 3 】

参照）。その形態としては，「規約

型」と「基金型」とがあり，前者

は現在の適格年金とほぼ同じ仕組

みと考えられますし，基金型は厚

生年金基金から代行部分をとった

ものとイメージしてください。た

だし，適格年金のほうは制度その

ものがなくなるのに対し，厚生年

金基金は制度存続できますので，

適格年金の消滅後は，2 つの確定

給付企業年金（規約型と基金型）

および厚生年金基金，それに確定

拠出年金を加えた 4 本建ての企業

年金体系となります。

確定給付企業年金新法の特色

は，従来にない「受給権の保護」

が謳われていることです。これま

での適格年金はこの点があいまい

なため，積立不足の償却（穴埋め）

は事業主の任意によるところが大

きかったのですが，その反省もあ

って新法では受給権を保護するた

めに　①積立義務　②受託者責任

③情報開示　の点から従来にもま

して厳格に運用することが求めら

れています。

さらに，この新法では，確定給

付であるにもかかわらず，金利と

の連動による利息給付といった確

定拠出の要素をもった「キャッシ

ュバランスプラン」といわれる仕

組みが可能となりました。

104 人事マネジメント ２００３.１１

退職金博士・
森田朋宏の

いやでもわかる！
退職金の問題と改革

集中
講座

Answer 5

これまでの解説を聴いて，わが社の適格年金も積立不

足に陥り，掛け金の負担が増えていることが理解できました。また

確定拠出の概要も分かりました。もう少し勉強して，退職金・年金

制度に関する問題をしっかりと把握したいと思います。問題点を把

握するにはどのようにすればよいでしょうか。

自社の問題点をつかみたいが？

Question 5
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制度の設計内容の把握には専門的

な知識を必要とするため，分から

ないところは受託金融機関の担当

者に聞くなどして，不明な点をク

リアにしておきましょう。（2）で

作成するグラフは【図 6 】のよう

なものです。

これによって，社員の年齢層や

支給水準のバラつきが視覚的に把

握できます。また（3）のシミュレ

ーションをすることによって，資

金支出が経営上負担にならないか

をチェックすることができます。

なお，具体的な診断の仕方は次号

以降に解説しますので，ここでは

大まかな概要にとどめておきます。

現状分析を通じて，自社の退

職金制度の何が問題かをまとめて

いきます。筆者のコンサルティン

グ経験による退職金問題の事例と

しては，以下のような内容に分類

できます。

【退職金問題の事例】

①経営体力に比べて，退職金

の支給水準が高い

②50歳代が多く，定年退職に

対する資金準備が十分にで

きていない

③年金の運用が悪く，積立不

足が膨らんでいる

④旧来型の年功序列制度にな

っており，成果主義の理念

とマッチしていない

⑤適格年金の移行先，移行方

法が分からない

そして，このような問題が生じ

るに至った企業の共通の原因の一

つに，『経営者が退職金問題にあ

まり関心を持たず，十分な注意を

払ってこなかった』ということが

あると感じます。すなわち，「無

知」と「先送り」（怠慢）が退職

金問題解決を遅らせる最大の原因

であることを心にとどめておきま

しょう。

今なぜ退職金制度が問題視されているのか第１回目

【図 6 支給額の個人別プロット図】
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